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ＳＤＧｓＳＤＧｓ(エス・ディー・ジーズ 持続可能な開発目標)(エス・ディー・ジーズ 持続可能な開発目標)についてについて

１７１７のの目標目標をを「社会」「社会」「経済」「経済」「環境」「環境」に分類に分類

　ＳＤＧｓとは 2015年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェ
ンダ」にて記載された2016年から2030年までの国際目標です。持続可能な世界を実現するための
17のゴール(目標)から構成され、地球上の誰一人として取り残さないことを誓っています。ＳＤ
Ｇｓは発展途上国のみならず、先進国自身が取り組む普遍的なものであり、日本政府としても積極
的に取り組んでいるところです。

社 会社 会 環 境環 境

経 済経 済

「持続可能で強靭、そして誰一人取り残さない、経済、社会、環境の統合的向上が
実現された未来への先駆者を目指す」

令和７年度予算は・・・

予算の種類

　町の作成する予算は、それぞれの目的により「一般会計」、
「特別会計」、「企業会計」に大きく分類されます。

会計名 7年度 6年度 増減額 増減率

一般会計 199億2,000万円 172億　　　　円 27億2,000万円 15.8%

特
　
別
　
会
　
計

国民健康保険事業勘定特別会計 26億7,770万円 26億7,380万円 390万円 0.1%

駐車場特別会計 3億　562万円 4億　508万円 △9,946万円 △24.6%

介護保険特別会計 17億4,024万円 19億9,831万円 △2億5,807万円 △12.9%

後期高齢者医療特別会計 5億3,981万円 4億8,988万円 4,993万円 10.2%

計 52億6,337万円 55億6,707万円 △3億　370万円 △5.5%

企
業
会
計

水　道（収益的支出） 7億5,596万円 7億3,556万円 2,040万円 2.8%

下水道（収益的支出) 8億3,510万円 8億2,685万円 825万円 1.0%

病　院（収益的支出） 32億　293万円 29億6,186万円 2億4,107万円 8.1%

計 47億9,399万円 45億2,427万円 2億6,972万円 6.0%

合　計 299億7,736万円 272億9,134万円 26億8,602万円 9.8%

※金額は、原則として万円未満を四捨五入としましたが、端数調整の都合上これによらないものもあります。

皆さんからの税金などを使い、
福祉、子育て、教育、道路や
河川の整備、ごみ処理など生
活上の基本的な仕事をするた
めの会計です。

国民健康保険や介護保険、駐
車場事業など特定の事業を行
うための会計で、一般会計と
は別に保険料や使用料などの
特定の収入により運営する会
計です。

民間企業と同じように料金収
入などの収益により運営する
会計です。

一般会計 特別会計 企業会計

３つに分類
大きく分けて

全会計合計全会計合計    299299億億7,7367,736万円万円
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歳出歳入

●人件費
　16.6％

●地方譲与税・
　交付金等
　4.6％

●町税
　55.1％

●国庫支出金
　5.7％

●県支出金
　3.0％ ●町債

　2.5％

●使用料及び手数料
　1.3％
●財産収入・
　繰入金・寄附金
　25.8％ ●義務的経費

　23.3％

●自主財源
　84.2％

●依存財源
　15.8％

●投資的経費
　14.2％

●その他
　62.5％

●扶助費
　5.7％

●普通建設事業費
　14.1％

●物件費
　27.2％

●補助費等
　23.8％

●繰出金
　4.1％

●公債費
　1.0％

●災害復旧費
　0.1％

●予備費
　0.2％

●積立金
　4.4％

●維持補修費
　2.3％

●貸付金
　0.5％

●諸収入
　1.2％

●分担金及び負担金
　0.3％

●繰越金
　0.5％

自主財源 167億5,705万円（84.2％）
依存財源 31億6,295万円（15.8％）

町が“さいふ”の
中から出すお金です

収 入
(歳 入）

支 出
(歳 出）

一般会計一般会計

　町が自主的に収入することとなる財源で、
次のものが該当します。
●町税
　皆さんに納めていただく町民税や固定資
産税などの税金です。

●財産収入
　町の土地や建物を貸し付けた収入や売却
した場合の収入です。

●繰入金
　各種事業の目的のため計画的に積立てた貯
金を引き出し、収入に組み入れる額です。

●寄附金
　皆さんから寄せられた寄附金です。
●使用料及び手数料
　町の施設の使用料や各種証明書を発行し
た場合の手数料です。

●分担金及び負担金
　保育料や福祉サービスなどの負担金です。
●諸収入
　資源ごみ売却収入など他に区分されない
収入です。

●繰越金
　前年度から繰越され、翌年度に組み入れ活
用する資金です。

　国や県により決定され、交付される補助金
や交付金などが該当します。また、町が借り
入れる町債（借金）も依存財源となります。
●国・県支出金
　国や県などの制度に基づき交付される補
助金や交付金です。

●地方譲与税・交付金等
　人口や道路延長など一定の基準に従い、交
付されるお金になります。

●町債
　政府系金融公庫や銀行などから借り入れ
る町の借金になります。

　町が毎年、必ず支払わなければならない経
費です。
●人件費
　職員の給料や各種委員の報酬になります。
●扶助費
　子どもや障がい者、高齢者などの福祉や医
療に係る費用となります。少子高齢化の進
展により、年々社会保障に係る経費が増加
しています。

●公債費
　町で借り入れた資金（借金）の返済のための
費用です。

●普通建設事業費・災害復旧費
　道路や公園などの整備のほか、各種施設の整備
のための費用になります。災害があった場合の
施設の復旧費用も投資的経費となります。

　施設の維持管理費や行政事務のための経
費になります。
●物件費
　町の施設の光熱水費や消耗品費、通信運搬
費などです。

●補助費等
　特定の事業などに対して町の基準に従い交
付する補助金などが該当します。

●繰出金
　特別会計や企業会計の収入を補うため、町
が負担する費用です。

●維持補修費
　施設を維持管理するための補修や修繕の費
用です。

●貸付金
　中小企業融資資金預託金など町が一時的に
貸し出す費用です。

●積立金
　将来計画している事業のための貯金です。
●予備費
　災害復旧など突発的な事態に対応するため
の予備的な資金です。

　自主財源 　義務的経費

　投資的経費

　その他

　依存財源

歳
入
予
算
の
状
況

自
主
財
源

町税 109億7,748万円
財産収入・繰入金・寄附金 51億3,641万円
諸収入 2億3,814万円
使用料及び手数料 2億5,117万円
分担金及び負担金 5,385万円
繰越金 　　 1億 円

依
存
財
源

地方譲与税・交付金等 9億1,840万円
国庫支出金 11億4,158万円
県支出金 6億1,297万円
町債 4億9,000万円

合　　　計 199億2,000万円

歳
出
予
算
の
性
質
別
の
構
成

義務的経費
人件費 33億5,278万円
扶助費 11億2,895万円
公債費 1億9,443万円

投資的経費 普通建設事業費 28億1,046万円
災害復旧費 2,300万円

そ の 他

物件費 54億　613万円
補助費等 47億4,848万円
繰出金 8億　710万円
維持補修費 4億4,734万円
貸付金 1億     10万円
積立金 8億7,123万円
予備費 3,000万円

合　　　計 199億2,000万円

町に入ってくるお金は
いろいろあります

歳入・歳出 
199億2,000万円
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東保育園
屋根塗装補修他事業

信州やまほいく
保育料軽減事業

防犯カメラ設置工事 軽井沢町版
レッドデータブック策定事業

ふるさと納税返礼品事業

　老朽化した園舎の屋根・外壁塗装補修、テ
ラスの段差解消、LED照明改修工事を行いま
す。子どもたちが安全、快適に園生活を過ご
せるよう園舎の向上を図ります。

　長野県が実施している信州型自然保育事
業（やまほいく事業）の認定をうけた認可外保
育施設のうち、保育料無償化の対象とならな
い保育施設に通園する子どもの保護者に対し
て、保育料の一部を補助することにより、子
育て世帯の経済的負担の軽減を図ります。

　犯罪の抑止と事件等発生時の検証・再発防
止のための危機管理体制を強化するため、児
童館に防犯カメラを設置
し、子どもたちの安全・
安心な居場所づくりを推
進します。

　生物多様性保全の施策として町域独自の生
物多様性や生態系の課題を把握し、絶滅の危
機に瀕している生物種や生態系を評価・分類
の上、保全のための資料として軽井沢町版

レッドデータブックを
策定します。

　さわやか軽井沢
ふるさと寄附金とし
て、町外から寄附を
していただいた方に
対し、返礼品を贈る
ための経費です。

1,974万円

【こども教育課・児童係】

5億5,000万円

【税務課・地域振興税係】

その他の事業
福祉医療費支給事業 1億2,760万円
幼児教育・保育関連事業 3億1,758万円

その他の事業
じん芥処理事業 4億3,815万円
森林環境整備事業 2,864万円

令和7年度の主な事業を紹介します令和7年度の主な事業を紹介します 軽井沢町のまちづくりの基本である「長期振興計画」の主要施策
にそって、令和7年度に予定されている主な事業です。

『未来に希望をもてるまちづくり』 『環境に配慮したまちづくり』基本政策 1 基本政策 2

　2050年に向けた「CO₂排出実質ゼロ」の実現
を目指すため下記の補助金を交付します。
・電動式刈払機等普及促進補助
・電気自動車等普及促進補助
・省エネ住宅促進補助
・電気自動車等用
　普通充電設備設置補助

新エネルギー・
省エネルギー促進事業

3,050万円

【環境課・環境政策係】

環境基本計画関連事業
　枯損した樹木の維持管理について、樹木医に
相談できる窓口を開設し適切な維持管理ができ

る体制づくりを行います。
　また、危険木の早期除
去と修景緑化を目的とし
て伐採等及び伐採後の植
栽に補助金を交付します。

880万円

【環境課・環境政策係】

公園施設維持管理事業
　都市公園の遊具
等を安心して使え
るよう、点検に基
づき修繕などを行
います。また、離
山公園区域内にお
ける落石などの災
害から住民の生命を守るた
め、落石防護柵の設置を実
施します。

5,850万円

【地域整備課・景観まちなみ係】

貯木場事業
　町内で伐採された樹木の再利用を行ってい
ます。丸太を持ち出せるほか、枝葉を細かく
破砕して木質チップを作り、無料で配布する
ことで、木質資源の循環利用を推進していま
す。 2,200万円

【観光経済課・農林振興係】

有害鳥獣対策事業
　町内には、ツキノワグマなど多くの野生動
物が生息しています。有害鳥獣の捕獲だけで

はなく、人
身事故防止
や、動物と
の共生を目
指した総合
的な対策を
行います。

学習放獣では、人と犬の声で
クマに怖さを学ばせます 7,064万円

【環境課・野生鳥獣対策係】

5,330万円

【こども教育課・児童係】

617万円

【こども教育課・児童係】

2,280万円

【環境課・環境政策係】
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中軽井沢エリアデザイン
ガイドライン策定事業

　中軽井沢エリアにお
いて、中軽井沢エリア
デザイン会議等の検討
を踏まえガイドライン
(未来ビジョン)を策定し
ます。令和7年度は「中
軽井沢エリアデザイン

プラットフォーム（仮称）」を設立し、
未来ビジョン策定に向けたアンケー
トやワークショッ
プを開催します。

700万円

【総合政策課・まちづくり推進室】

『快適でにぎわいのあるまちづくり』 『誰ひとり取り残さないまちづくり』基本政策 3 基本政策 4

その他の事業
道路維持管理事業 2億2,973万円
観光誘客・宣伝事業 5,607万円

旧軽井沢ロータリー公共サイン工事 町道鶴溜線道路改良無電柱化事業

町営住宅維持管理事業

　軽井沢町公共サインガイドライン（令和５年
４月策定）
に沿い、利
用者にとっ
て分かりや
すく、穏や
かで落ち着
いた軽井沢の景観に調和す
る公共サイン（案内看板等）
に更新します。

　国道18号と、役場西側の町道鶴溜線の交差点
を改良し、右折レーンを設置することで、快適
に通行できるようになります。また、交差点か
ら中央公民館までの歩道を広げるとともに、電
線類を地中に入れ、無電柱化を行うことで、通
行しやすく、景観に配慮し
た、災害に強い道路にしま
す。1,782万円

【観光経済課・観光商工係】

1億880万円

【地域整備課・道路河川係】

　公営住宅長寿命化
計画に基づき整備を
進めるほか、各種修
繕等を行います。

都市計画見直し事業
　５年ごとに実施する都市計画基礎調査や
緑の基本計画といった都市計画事業の基盤
となるデータ更新を行うとともに、都市計
画法等に基づく土地利用規制などの検討及
び設定に向けた事業を
実施します。 2,355万円

【総合政策課・まちづくり推進室】

9,978万円

【住民課・住民係】

障がい者の社会参加・
就労機会確保事業

私立等小中学校食材費給付事業

木もれ陽の里大規模改修事業

　地域活動支援センターの利用者
に、創作などの活動の提供や就労
の機会を確保することで、利用者
自身が自立した生活をおくるため
に必要な収入の増を図るとともに
地域との交流などの社会参加を促
進します。

学校給食無償化事業
　令和４年度より保護者への経済的負担の
軽減および子育て環境の向上を図るため、
町立小中学校の学校給食費の無償化を実施。
児童生徒に安心、安全な給食を提供してい
ます。

　公立小中学校の給食費無償化に伴い、町内に住
所を有する私立等小中学校へ通う児童生徒の保護
者への経済的負担の軽減および子育て環境の向上
を図るため食材費の給付を行っています。　

　開館から18年が経過した木も
れ陽の里について、個別施設計画
に基づき、屋根などの改修と冷温
水発生装置の修繕を行います。

1億8,879万円

【保健福祉課・福祉係】

1,533万円

【こども教育課・学校教育係】

350万円

【保健福祉課・福祉係】

1億960万円

【こども教育課・学校教育係】

防災施設整備事業
・公民館分館等避難所Wi-Fi設置委託
　携帯電話回線が輻輳した場合でも、被害情報の
収集や安否確認等に利用ができ、避難所での時間
を快適に過ごせるようにするた
め、一次避難所となる公民館分館
等（24箇所）へWi-Fi環
境の整備を行います。　

450万円

【総合政策課・危機管理室】

地方鉄道活性化・再生事業
◇しなの鉄道関連
・交通系ICカードシステム導入事業負担金
・増便事業負担金
・緊急安全対策事業負担金
・鉄道軌道安全輸送設備
　等整備事業負担金等
・中軽井沢駅無人
　時間解消負担金

7,040万円

【住民課・交通政策係】

西部小学校東教室棟建設事業

　西部小学校教室不足解消のため、令和８年度
供用開始に向けて工事を進めてまいります。

2,553万円

【こども教育課・軽井沢高校・教育魅力化推進係】

軽井沢高校魅力化推進事業

　単位制授業への支援として生徒向けの講座
や教諭との合同研修を実施し、地域との関わ
りや探究学習の幅を広げ
てまいります。　7億2,700万円

【こども教育課・学校教育係】
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『協働とパートナーシップのまちづくり』基本政策 5

その他の事業
都市計画施設管理事業 3億2,000万円
情報推進事業 9億1,037万円

庁舎改築周辺整備事業

国際交流事業

　令和７年
３月に策定
した基本計
画に基づき、
庁舎と交流
センターを
一体化した
“軽井沢ら
しい建物”を目指して設計を進めていきます。
　今年度は基本設計の策定までを予定してお
り、令和11年度中の供用開始を目指します。
引き続き住民の皆さんや職員の声をしっかり
と聴きながら事業を
進めていきます。

　国際理解の向上及び姉妹都市との積極的な 
交流を推進するため、町民等が海外へ渡航し 
実施する国際交流事業に対
し、補助金を交付します。

8億2,388万円

【新庁舎周辺整備課・新庁舎周辺整備室】

270万円

【総合政策課・政策秘書係】

　2026年に保健休養地140周年を迎えるにあた
り、記念誌を発行します。町内外に町の魅力を

発信することで、住民及び来
訪者の幸福度向上を目指しま
す。
（令和７年度から８年度までの２か
年事業）

町勢要覧作成事業

400万円

【総合政策課・企画調整係】

　姉妹都市ウィス
ラーに中学生を派
遣し、またウィス
ラー生徒を受け入
れます。
　国際交流を通じ
て、次世代を担う青少年の見
聞を広げる機会を創出し、国
際感覚豊かな人材を
育てます。

海外交流事業

586万円

【生涯学習課・社会教育係】

その他の事業
健康づくり事業 6,948万円
母子保健事業 3,921万円

スポーツ合宿
促進補助

アイスアリーナ大規模改修事業

重要文化財・旧三笠ホテル
防災・活用整備事業

スカップ軽井沢
プールサイド他改修工事

　町内のホテル・旅館・民宿・
ペンションへ宿泊をし、かつ町
営のスポーツ施設（有料）を利用
した町外の学生単位で活動する
スポーツ競技団体へ、１人あた
り１泊1,000円の補助を行うこ
とにより、長期滞在型のスポー
ツ合宿誘致を促進します。

　老朽化したアリーナリンク内の天井調
査や照明LED化など改修を行うための実
施設計を行います。

　令和元年度から国庫補助を活用して進めて
いた重要文化財旧三笠ホテルの保存修理工事
が3月に完了しました。同様に国庫補助を活
用して令和5年度より開始した防災・活用整
備工事はエレベーター・トイレ棟および消火
ポンプ室棟と外構の整備を引き続き進め、6
月の完成を目指しています。
　リニューアルオープンは10月を予定して
います。

　老朽化したプー
ルサイドシートの
張替えとプールス
ライダーの更新を
行います。

300万円

【観光経済課・スポーツ推進係】

7,200万円

【地域整備課・景観まちなみ係】

4,000万円

【地域整備課・景観まちなみ係】

3億2,080万円

【生涯学習課・文化振興係】

みんなの共生未来会議事業
　 だれもが自分らしく活躍できる

まちの実現のために、男女共同
参画（ジェンダー平等）に関する
学習会を開催したり、気軽に情
報交換や交流する機会を設ける
ことで、性別に関係なく住民同

士が協力し合い、支え合うため
の意識づくりやつながりづくり
を行います。

700万円

【総合政策課・共生社会推進係】

公民館分館活動事業

　高齢者、障がい者、車
いす利用者等が公民館分
館を利用するにあたり、

支障のある環境をバリアフリ－化します。今
年度は新軽井沢公民館分館
と馬取公民館分館の工事を
行います。

310万円

【生涯学習課・中央公民館】
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特別会計の概要 公営企業会計の概要

軽井沢病院

軽井沢病院軽井沢病院
事業会計事業会計

上下水道課

水道事業水道事業
会　計会　計

上下水道課

下水道事業下水道事業
会　計会　計

軽井沢病院は、「心あたたか
い良質な医療を

提供し、地域から信頼され愛される病院を目
指す」との理念に基づき、軽井沢町における
地域医療の拠点病院として、近隣病院や地
元開業医などの関係機関と連携をはかり、
日々の診療にあたっています。

　収益的収支は、企業の毎年度の営業活動により
発生する収入と必要になる経費のことをいいま
す。水道事業では、水道使用料が主な収益的収入
で、水道水を供給するための人件費、光熱水費、
修繕費及び委託料等が収益的支出となります。

　入院・外来診療や各種健康診断、予防接種
などの収入が収益的収入となり、病院職員の
人件費、診療に必要な医薬品・材料費、光熱
水費及び委託料等が収益的支出となります。

　資本的収支は、将来的にも安心で安全な「水」
を家庭に供給するため、水道施設の整備のため
に新たに水道に加入する方等に納めていただく
施設使用料が資本的収入で、配水管等の改良工
事、浄水施設の更新など水道水供給のための施
設整備費が資本的支出となります。

　質の高い医療サービス
を提供するため、医療機
器の計画的な購入や病院
関係設備の整備に係る他
会計からの繰入金などが
資本的収入、病院関係施
設の修繕や医療機器購入
に係る費用が資本的支出
となります。

収益的収入・支出

収益的収入・支出

資本的収入・支出
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受取利息他 企業債償還
利息他

収益的収入 収益的支出

入院収益
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企業債
償還利息他

訪問看護
事業費用

訪問看護
事業収益

そ
の
他
医
業
収
益

0

5億円

10億円

15億円

20億円

25億円

30億円

35億円

資本的収入 資本的支出
0

1億円
2億円
3億円
4億円
5億円
6億円
7億円
8億円

他会計
補助金他

建設改良費

企業債
償還元金

0

2

4

6

8

資本的収入 資本的支出
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施設使用料

水道は、私たちの毎日の暮らしになくてはならな
い大切な役割を持っています。そのため町で

は、皆さんに安心で安全な水道水を供給できるよう、各
種の水質検査や水源、浄水施設、配水池及び送配水管等
の維持管理を行っています。

資本的収入・支出

公営企業の会計は、収益的収支（損益
勘定）と資本的収支（資本勘定）の２つ
に区分されています。

　国民健康保険は、病気やケガをしたときに安心して
医療機関に受診するため、加入者がみんなで助け合う
制度で、長野県と軽井沢町が保険者となり、主に加入者
の皆さんが収める国民健康保険税で運営しています。

　高齢になっても住み慣れた地域で自分らしい暮らし
を人生の最後まで続けることができ、万が一介護が必
要となったときは、サービスを利用できる介護保険事業
を運営しています。

26億7,770万円 住民課保険年金係

17億4,024万円 保健福祉課高齢者係・地域包括支援係

国民健康保険事業勘定特別会計

介護保険特別会計

歳入

歳出 保険給付費

0 10億円 20億円 30億円

国民健康保険事業費納付金 保健事業費
その他事務費

国民健康保険税 繰入金等
国・県補助金・交付金

歳入

歳出

0 5億円 10億円 15億円 20億円

地域支援事業費
その他事務費

介護保険料
国・県支出金 繰入金 その他

保険給付費

　町内７か所にある町営駐車場を安全に使用してい
ただくため、管理運営を行っています。

3億562万円 観光経済課観光商工係

駐車場特別会計

駐車場費等
駐車場事業収入

その他歳入

歳出

0 1億円 2億円 3億円 4億円 5億円

　高齢者の医療制度を安定的に運営していくため、
長野県全体でつくる後期高齢者医療広域連合で運営
されています。

5億3,981万円 住民課保険年金係

後期高齢者医療特別会計

歳入

歳出

0 1億円 2億円 3億円 4億円 5億円 6億円

後期高齢者医療保険料

後期高齢者医療広域連合納付金
その他事務費

その他
繰入金

下水道事業は、家庭や事業所から排出される汚
水を集め、処理をし、生活環境の改善や

水質保全を図っています。

収益的収入 収益的支出
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資本的収入 資本的支出
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公共下水道事業
収入

公共下水道事業
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農業集落排水事業
支出農業集落排水事業

収入

　下水道事業では、下水道使用料や農業集落排水
施設使用料が主な収益的収入で、下水道事業に係
る人件費、修繕費及び委託料などが収益的支出と
なります。

　資本的収支は、下水道施設の建設や更新に係る
国庫補助金、企業債、他会計からの繰入金や受益
者負担金などが資本的収入で、下水道施設の整備
費と、企業債償還元金が資本的支出となります。

収益的収入・支出 資本的収入・支出
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1 はじめに 3 財務書類について（※金額は、一般会計ベースで表示）

4 財務書類からわかること（連結会計ベース）

2 対象となる会計の範囲

　全国の自治体においても民間企業と同様に発生主義・複式簿記の考えを取り入れた、新地方公会計制度に
基づく財務書類（貸借対照表・行政コスト計算書・資金収支計算書・純資産変動計算書）の作成が求められ、
当町においては、平成20年度決算資料から、財務書類を作成してきました。しかし、財務書類作成に関して
は、複数の方式が存在していたことから、市町村間の比較を容易にするため、総務省が平成27年1月に公表
した「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に基づき、全ての地方公共団体において、原則として平成
27年度から平成29年度までの３年度間に統一的な基準による財務書類等を作成し公開していくこととなり
ました。

　４つの財務書類は、「一般会計等（一般会計）」と特別会計や企業会計をあわせた「全体会計」、当町が
関係する関連団体を含めた「連結会計」の３つの区分で作成します。

※全体会計は、町関係のすべての会計が合計されて、財務書類を作成しています。
※公共下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計は、令和４年４月１日から地方公営企業法
を適用し、下水道事業会計に統合されています。
※一部事務組合等は、複数の自治体と連携協力して行政サービスを実施している関係団体です。各組
合に対する負担率等に応じて按分し、全体会計と合計し、連結会計財務書類が作成されています。
※作成基準日について
・会計年度の最終日である令和6年3月31日です。
・出納整理期間（令和6年4月1日から5月31日まで）の入出金については、作成基準日までに終了し
たものとして処理しています。
・企業会計及び関係団体における未収金・未払金のうち、一般会計及び特別会計と出納整理期間に取
引があったものは、作成基準日までに入出金されたものとして処理しています。

※財務書類の数値に基づき計算後、四捨五入を行っているため、記載金額と一致しない場合があります。

３つに分類
大きく分けて

統一的な基準による公会計制度 に基づく財務書類統一的な基準による公会計制度 に基づく財務書類（令和5年度）（令和5年度）

区　　分 対象となる会計名称

連
　
結
　
会
　
計

全
　
体
　
会
　
計

一般会計 一般会計

特別会計
国民健康保険事業勘定特別会計
駐車場特別会計
介護保険特別会計
後期高齢者医療特別会計

企業会計
水道事業会計
下水道事業会計
国民健康保険軽井沢病院事業会計

一部事務
組合等

佐久広域連合
長野県市町村自治振興組合
長野県後期高齢者医療広域連合
北佐久郡老人福祉施設組合養護老人ホーム佐久良荘
浅麓環境施設組合
浅麓水道企業団
佐久市・軽井沢町清掃施設組合
東北信地区交通災害共済事務組合
佐久市・北佐久郡環境施設組合
長野県地方税滞納整理機構
長野県市町村総合事務組合

学校、道路や公園などの資産形成に係る収入と支出の
状況です。

行政サービスに対するコストの財源不足分を表して
います。

過去の世代や国・県が負担し、
将来返済しなくてもよい財産
です。

資産除売却の収益額です。

人件費、物件費、補助金や児童手当など社会保障関係
給付費に係る費用の合計です。

【貸借対照表：ＢＳ】「ストック情報」
年度末（３月31日）時点において、町が保有する“固定資産”と将来現金化し
て各種行政サービスに使用する“流動資産”の合計の「資産」と、将来の世代
が負担しなければならない「負債」、これまでの世代が負担してきた「純資
産」の金額で構成されています。

『固定資産』
庁舎、学校、道路及び公園等住民サー
ビスを提供するため保有する財産の
合計額です。

【行政コスト計算書：ＰＬ】「フロー情報」
１年間の行政活動で、福祉、補助金の交付やごみの収集に
かかる経費など資産形成に結びつかない行政サービスに
要したコストと使用料・手数料等の収益を示すものです。
『経常費用合計』

144億9,579万円

使用料・手数料などサービス提供の収入の合計です。
『経常収益合計』

『負　債』
町債（借金）など将来の世代に
負担となるものの合計額です。

『流動資産』

資産合計
819億6,763万円

負債及び純資産合計
819億6,763万円 純行政コスト 131億4,783万円

財政調整基金（貯金）など将来現金
化して行政サービスに使用する財産
です。

うち現金預金 15億5,792万円

『純資産』 13億5,769万円

資産除売却の損失額です。
『臨時損失合計』

1,638万円
『臨時利益合計』

無償譲渡で取得した固定資産等の変動額です。

【純資産変動計算書：ＮＷ】「純資産の変動情報」
貸借対照表のうち「純資産の部」に計上されている数値が
１年間でどのように変動（増減）したかを示すものです。

『純行政コスト（△）』

当期末残高
795億4,779万円

前年度末純資産残高
775億921万円

△131億4,783万円

町税などの税収等及び国・県等補助金など行政コスト
計算書に計上されない財源の合計です。

『財　源』

152億258万円

△1,617万円

『固定資産等の変動』

行政サービスを行う中での収支状況です。

【資金収支計算書：ＣＦ】「現金収支情報」
１年間における資金の流れを示すもので、性質に区分し
て、支出と収入を示し、どのような活動に資金が使われた
かを示します。

『業務活動収支』

本年度末資金残高
15億5,792万円

「前年度末資金残高」
14億4,505万円

33億7,612万円
『投資活動収支』

△30億379万円

町債（借金）の借入（収入）や償還（返済）の収支状況です。
『財務活動収支』

△2億5,946万円

665万円

736億9,918万円 24億1,984万円

82億6,845万円
795億4,779万円

●町民一人あたりの資産額……	町が所有する資産額の町民一人あたりの金額です。	 379.4万円
●町民一人あたりの負債額……	純経常行政コスト（資産形成につながらない行政サービス等）は、
	 町民一人あたりいくらかかっているのかを表しています。	 11.2万円
●町民一人あたりの人件費……	行政コストのうち人件費だけに絞って町民一人あたりのコストを
	 表したものです。	 12.5万円
●町民一人あたり物件費………	業務委託料やインフラ等資産関係の維持補修費等の物件費が
	 町民一人あたりいくらかを表しています。	 17.5万円

【貸借対照表：BS】「ストック情報」
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　各家庭の貯金にあたるものを基金といいます。
　基金は、災害などでお金が必要になった時や収入の減少に対応する
ために積立て（財政調整基金）をしておきます。
　このほかにも、将来の事業のため計画的に積み立てておきます。

　家庭の借入金にあたるものを町債といい、道路や公園、学
校などの公共施設の整備には、一度に多額の費用が必要となり、
資金を調達するための手段として、借入れをする場合がありま
す。町債は、公共施設の建設などにおいて現世代のみが負担す
るのではなく、将来その施設を利用する世代にも負担を分割す
ることができる制度となっています。

町の貯金 町の借金

『町債』は『町債』は
どのくらい？どのくらい？

【一般会計分の基金の状況】
基金の種類 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

財政調整基金 53億3,500万円 56億6,810万円 64億　 12万円 66億8,537万円

減 債 基 金 6,773万円 3,177万円 1,408万円 1,269万円

各種目的基金 47億6,757万円 48億5,390万円 56億2,329万円 66億1,844万円

合 計  101億7,030万円  105億5,377万円  120億3,749万円  133億1,650万円

【町債の状況】
会計区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

一 般 会 計 21億2,389万円 17億9,014万円 15億3,068万円 13億4,166万円

公共下水道事業 11億1,108万円 9億　879万円 7億5,694万円 6億1,406万円

農業集落排水事業 4,940万円 4,254万円 3,580万円 2,911万円

病 院 事 業 14億 502万円 12億5,343万円 10億9,924万円 9億4,237万円

水 道 事 業 2億6,763万円 1億6,650万円 9,405万円 4,662万円

合 計 49億5,702万円 41億6,140万円 35億1,671万円 29億7,382万円

財政調整基金とは

減債基金とは

各種目的基金
　財政を運営していくうえで、収入
の不足を補うための積立金です。

　借入金（町債）の返済に使うため
の積立金です。

　各種事業のため計画的に積み立てる基金となります。
　義務教育管理振興基金、農業振興基金、町民福祉施設
建設基金、下水道建設工事基金、土地開発基金、芸術・文
化振興基金、さわやか軽井沢ふるさと基金、庁舎改築周
辺整備基金、森林環境整備基金、企業版ふるさと応援基
金があります。

※基金残高は、平成28～令和6年度は決算額ベース、令和7年度
は、年度末時点での残高見込み額となっています。

※令和４年度より公共下水道事業、農業集落排水事業は特別会計から企業会計へ移行
しました。

10年間の
一般会計決算（予算）額基金の推移

10年間の町債の推移
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一般会計 特別会計 企業会計

そもそもそもそも
『基金』とは…『基金』とは…
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農業振興のために

198円

健康を
守るために
709円

道路・河川・
まちづくりに
1,132円

日常生活の
環境整備に
804円

教育や文化等の
振興に
1,584円

防災・救急
のために 207円

一般行政経費に

3,241円

観光・商工業
の振興に 255円

お年寄りや児童福祉に
1,870円

使い道使い道
わ
た

し
たち
のお金がこのように…

税金10,000円の税金10,000円の
令和7年度令和7年度

令和７年度
予算のあらまし

軽井沢町シンボルマーク

作　成	 長野県軽井沢町（総務課財政係） 
	 〒389-0192　長野県北佐久郡軽井沢町大字長倉2381-1 
	 電話 0267-45-8914　 FAX 0267-46-3165
作成日　令和7年5月
編　集	 中澤印刷株式会社

22


